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近代日本の給排水・衛生設備史の研究
　論文要旨
　わが国に洋風建築の学問や技術が導入され、これにともない建築設備の技術の導入や諸機械・器
具の輸入が始まってから今日まで約1世紀になる。この間における先輩諸兄の苦心と努力が、建築
設備技術の急速の近代化をもたらしたことはいうまでもない。しかるに、この過程を記録する資料
は、各人各所にそれぞれ残されていても、時がたつにしたがって散逸し不明になる危険があるし、
その危険がおこりつつある。
　このため、1868年（明治元年）以後1955年（昭和30年）までの近代建築設備の学術全般にわたる
史的資料を収集し、建築設備の技術の変遷について、その評価を新にすべく研究資料を作成したも
のが、本論文の付表の近代日本建築設備史年表である。
　本論文は、この付表を基礎資料として近代日本の給排水・衛生設備の変遷について述べたもので
ある。
　その構成は第1章序論、第2章給排水・衛生設備の変遷史、第3章結論からなり、第1章は研究
の目的とその対象、そしてその範囲が述べられ、あわせて、この論文の参考文献ともいうぺき、こ
れまでに発表された論文、論説、座談会の記録、竣工建築物の記録、また給排水・衛生設備に関係
ある設備業者、設備機器メーカの社歴などを単行本、定期刊行物その他に分けてあげてある。
　第2章は主文になるもので、今日の給排水・衛生設備の技術水準に達するまでに、どのような過
程を経てきたかを、年代別で分類することは必ずしも正確には行ないがたいが、また種々の考え方
があろうが、次のような期に分け、それぞれの時期の特色を述べてある。
　第1期は揺藍期で1868年（明治元年）より1890年（明治23年）ごろまで、すなわち、わが国最初
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の水道条例が公布されたときで、この時期は「居留地の設備時代」ともいうことができると、また
給排水・衛生設備の資材の殆んど全てが外国からの輸入品にたよっていたと述べてある。
　第2期は育成期で1891年（明治24年）より1920年（大正9年）ごろまで、すなわち、水槽便所取
締規則、警視庁令第13号が施行されるころまでとした。
　この時期は、都市と建築の給排水・衛生設備に関連する法規が公布された「設備の法制化時代」
というべきときである。とくに、ここでは横浜市の上水道施設のとき英国の技師によって教育指導
を受けた鉛管工が、後日わが国の給排水・衛生設備工事のパイオニアになった理由を述ぺ、同時に
この約30年間に今日の給排水・衛生設備関係の主たる施工業者が創立していることを述べてある。
　第3期は成長期で、1921年（大正10年）より1940年（昭和15年）ごろまで、すなわち第2次世界
大戦に参戦するころまでとした。この時期には上水道の普及と共に、下水道も着々と進められ、東
京市では三河島、芝浦、砂町等に汚水処理場が設けられ、下水道へ排水を放流することが可能とな
った。続いて名古屋、大阪、京都、岐阜、豊橋などの都市でも施工され建築物からの排水を直接下
水道へ放流が可能となった。このことは住宅などの便所の水洗化を促進することになったと述べて
ある。
　また、昭和の時代を迎え国産奨励が叫ばれ、工業製品は日本工業規格JESの制定に向って進め
られていったが、設備用工業用品は衛生工業協会によって協会規格D．S．　S．として制定され、業界
のために努力したと述べてある。
　第4期は温存期で、1941年（昭和16年）より1945年（昭和20年）までの時期で、戦時中である。
　戦時中は民需の仕事が急激に縮少する反面、軍施設、とくに海軍の陸上施設には、海軍という特
殊事情もあってか、給排水・衛生設備に関心が強く、完備した給排水・衛生設備が設けられていた
ことを述べ、このことは、この設備の設計・施工の技術の温存であり、戦後における給排水・衛生
設備の復興にまた機器の生産復興に役立てられたと述べてある。
　第5期は復興期で、1946年（昭和21年）より1955年（昭和30年）までの時期で、戦争の破壊より
立上り外国の技術を取入れ、次の時代へ躍進するための準備がされていたときである。
　終戦直後は進駐軍の施設のため設備業界は非常な活況を呈したが、当初は全国から資材を集めて
工事を実施していたのが実情であった。しかし、進駐軍による影響として注意すべきことは、これ
らの工事に多くの設備技術者が従事し、高度の設備技術を習得したことである。これらの設備技術
者が、これから後のわが国の設備界を育成し、発展させてゆく原動力となったと述べてある。
　なお、第4期の温存期を除く第1期から第5期については、それぞれを上下水道施設、給排水・
衛生設備の規準と規格、屋内の給排水・衛生設備、給排水・衛生設備の機器、汚水浄化槽と改良便
所の観点から、その特色を述べてある。
　第3章は、第1期から第5期のそれぞれの給排水・衛生設備の特色を通じて明治元年から昭和30
年までの給排水・衛生設備の変還をとらえ、その技術は非常な発展をなし、個々の機器・材料につ
いては国産で間に合わないものはなくなり、配管技能者も熟練者の数も増し、工法も一応ととのう
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までになったとしながらも、問題として残されているのはわが国の給排水・衛生設備の技術最低基
準をどの線に引けばよいか、未だ決定されていないところがあることを述ぺてある。
　とくに、わが国の給排水・衛生設備はアメリカの影響を強くうけ、誤解・独断から生じる非衛生
や危険に気付かないまま、現在の慣習となっているものもかなりあるので、早急に改める必要があ
ると結んである。
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　本論文は、明治元（1868）年から昭和30（1955）年にいたるわが国建築設備の歴史のうち、著者
の専攻する給排水設備および衛生設備の歴史的な発達について、わが国ではじめて、資料を掲げて
実証的に通観し、年代区分をおこないつつ、その変還を論じたものであって、第1章序論、第2章
給排水・衛生設備の変還史、第3章結論、の3つの章からなっている。
　第1章において、著者は本研究の動機と必要性を説く。急激に変化しつつある現在の社会の情勢、
建築技術の進歩をかえりみる時、今日にして史料の蒐集とその上に立つ史的研究をなしておかなけ
れば、わが国近代のこの部門の貴重な経験が、歴史のうちに埋没し去ってしまうであろうことは、
著者の指摘の通りであって、同時に、かかる研究によって、単に技術的な観点を越えた反省がなさ
れるであろうことは、一般建築史的な立場からも同感されるのである。
　なお、本章の末尾には、著者の利用した文献一論文・論説および座談会記録、業者・メーカー
等の社史、定期刊行物等の一覧が付されている。
　第2章は、本研究の主文であって、本論文の大半を占めている。
　著者は、80年におよぶ期間を、5期に区分し、それぞれにつき、上下水道、給排水設備の規格、
設備機器、汚水浄化槽と便所、等の項目を立て、具体的にその変遷を記述してゆくのであるが、こ
こに各期の特色のみを摘記すれば、およそ次のように把握されている。
　1　揺藍期。明治元（1868）年～明治23（1890）年。
　長崎・兵庫・横浜その他居留地の洋風建築の設備を主とする時代で、資材はすべて外国製のもの
であった。なお、本期については、わが国上・下水道の発祥における外人技師の影響があきらかに
せられており、また帝国大学第一医院（明治20年）などを例にして、当時の具体的方法が紹介され
ている。
　皿　育成期。明治24（1891）年～大正9（1920）年。
　汚水浄化槽に関する警視庁第13号水槽便所取締規則が大正9年に成立するまでの期間であって、
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この期はまた、「設備分野の法制化時代」としても把握し得る、とされている。
　この時期の背景にあったものが、主として英国の影響であったことをあきらかにした後、著者は、
わが国現在の著名施行業者・メーカーの発生がこの時期に集中することを指摘して、須賀工業、ゐ
のくちポンプ（荏原製作所）・西原衛生・東洋陶器等々の例をひきつつ、具体的に発生の事情を論
じているのは意味深い。
　皿　成長期。大正10（1921）年～昭和15（1940）年。
　この期間において、建築の給排水・衛生設備は、設計・施工共に邦人によってなし得るようにな
り、使用器材もまた本期間を通じて国産化され得たことを、著者は指摘する。同時に、本邦各地に
下水道の普及がみられ、直接放流によって、便所の水洗化が促進せられたことがあきらかにされて
いる。
　一方、昭和年代に入るや、衛生工業協会は、JESの外に、独自のDSSなる器機の規格を制定
して標準化を進め、わが国工業規格の進歩に貢献したこと、および、当時の標準給排水・衛生設備
規準などを、背景に存した米国例を引きつつ具体的にとりあげている。
　また、当時の多数の主要建築物について、設備の概要、設計者・施工者をあきらかにしている。
　IV　温存期。昭和16（1946）年～昭和20（1945）年。
　戦争のため、給排水・衛生設備の技術はすべて軍と軍需産業のために利用された時代であった。
そして民需は急激に縮少されたが、特に海軍の陸上施設において、海軍の伝統として、設備に対す
る関心が深く、施工の技術がここに温存せられ、次の時代の復興に役立ったことが指摘されている。
　V・復興期。昭和21（1946）年～昭和30（1955）年。
　終戦から、昭和31年以降の産業拡大の時期にいたるまでの期間である。
　終戦直後、進駐米軍の施設建設に当った設備業界は、非常な活況を呈した。しかし当時は全国か
ら残存資財を集めて、これに充当したのであったことがあきらかにされている。そしてこの時期を
通じ、水準の高い米軍工事に従事した設備技術者は、ふたたび建築設備を身にしみて習得し、以降
の躍進の準備がなされたことを指摘している。
　第3章結論では、はじめに以上の5期を通して、給排水・衛生設備の発達を大観し、その特色を
ふりかえる。そして現在、依然として残されている問題点として、設備の最低規準のあり方に未決
定の諸点の多々存することを指摘し、この決定の焦眉の急であることを述べて、論文を結んでいる。
　以上を要するに、本研究は、本邦建築設備に関する埋れた資料をよく発掘・蒐集し、まte、おび
ただしい資料を整理して、一貫した観点から、その部門の発展を跡づけたもゐであって、論調は地
味であるが、現代における問題点の所在の指摘とともに、吟後の給排水・衛生設備の学問および技
術の進展に多大の寄与をなすものと考えられる。と同時に、わが国近代を対象とする建築史学にひ
益するところも大きい。よって著者は、工学博士の学位を受ける十分な資格を有するものと認めら
れる。
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